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小畑勇二郎元知事（1955年～1979年）

秋田県第三次総合開発計画（1971～1975）

Ⅰ 健康と生活を高める福祉社会の開発

Ⅱ 生産性の向上をめざす産業の開発

Ⅲ 生涯教育の推進と人間能力の開発

1971年（昭和46年） 秋田県生涯教育推進要綱 策定
1972年（昭和47年） 秋田県生涯教育推進本部 設置

「障害者のための生涯学習支援連絡協議会」設置の経緯



秋田県生涯学習推進体制の組織図
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障害者のための
生涯学習支援
連絡協議会

本部長：知事
副本部長：副知事 教育長

本 部 員

・総務部長
・企画振興部長
・あきた未来創造部長
・観光文化スポーツ部長
・健康福祉部長
・生活環境部長
・農林水産部長
・産業労働部長
・建設部長
・警察本部長
・教育長

連絡調整委員

・総務課長
・総合政策課長
・あきた未来戦略課長
・観光戦略課長
・福祉政策課長
・県民生活課長
・農林政策課長
・産業政策課長
・建設政策課長
・警務課長
・教育次長、教育総務課長

「障害者のための生涯学習支援連絡協議会」設置の経緯



障害者のための生涯学習支援連絡協議会
設置の経緯

・障害者の生涯を通じた多様な学習活動を総合的に支援するため庁内各部署が連携した体制
の拡充が必要。
・秋田県生涯学習推進本部設置要綱を改正（H29.9.4）し、「障害者のための生涯学習支援連絡
協議会」を新たに設置。

委員長：生涯学習課長
・あきた未来創造部（あきた未来戦略課高等学校支援室） ・観光文化スポーツ部（文化振興課、
スポーツ振興課） ・健康福祉部（障害福祉課） ・産業労働部（雇用労働政策課）
・教育庁（総務課、特別支援教育課、幼保推進課、義務教育課、高校教育課、保健体育課、

生涯学習課）

ね ら い

支援連絡協議会委員

・障害者のための生涯学習支援について、関係機関相互の連絡調整を緊密に行う。
・障害者のための生涯学習支援に必要な体制づくりについて協議し、関係各課との連絡調整に
あたる。

「障害者のための生涯学習支援連絡協議会」設置の経緯



秋田県の障害者の現状

人 口 ： 約９８万人

市町村数： ２５

障害者総数： 身体５３，４００人

： 精神２７，７５９人

： 知的 ８，７５７人

特別支援学校数 １５校

在籍児童生徒数 １，２８０人
特別支援学校高等部卒業生数 １９２人
高等部職業学科設置校数１

特別支援学級数 ５４０

在籍児童生徒数 １，１２３人

特別支援学校卒業生の主な進路先

一般企業への就労 約３０％
障害福祉サービス利用 約７０％

職場定着率

１年目９３％、２年目８４％、３年目７８％



秋田県の障害者の生涯学習に関する現状・課題

障害者の生涯学習に関する講座等の実施状況(H30.1月現在)

障害者が参加可能な講座を実施している市町村 １３／２５（５２％）

障害者を対象とした講座を実施している市町村 ３／２５（１２％）

保護者の声

・卒業後は居住地で生活するため、在学時の仲間と会う機会が少ない。

・休日は家でゲームをするなどして、一人で過ごすことが多い。

・親亡き後、子どもが地域で生活していけるか心配である。

・放課後等に活動できる場所がもっとあれば良い。



実践研究事業の概要

「連携協議会」「障害者のための生涯学習支援連携協議会」の開催

・卒業生や保護者等に対する詳細なニーズ調査
・市町村行政職員等に対する研修の実施
・障害者理解に関する啓発講座の実施

・地域の関係者による連絡会議
・学習プログラムの実施

生涯学習センター

パイロット事業

県

効果的な学習プログラムや実施体制の試行

・庁内関係部局、県内関係団体に対する情報提供
・効果的な学習ブログラムの検討等



生涯学習センター
市町村、公民館、
社会福祉法人

連携協議会（事務局：県生涯学習課）

秋田県生涯学習推進本部
「障害者のための生涯学習支援連絡協議会」

障害者関係団体

特別支援学校

ＰＴＡ 同窓会

パイロット事業先

報告、共有

県の連携体制

連 携

実践研究事業の概要



県連携協議会

・取組の情報共有

・効果的な学習プログラムの検討等

＜委員の構成＞
・大学教授 ・就業・生活支援センター
・県特支ＰＴＡ ・県手をつなぐ育成会
・相談支援事業所 ・市生涯学習課
・県障害福祉課 ・特別支援教育課
・特別支援学校 ・生涯学習センター
・委託先団体

実践研究事業の概要



実践研究事業の概要

県生涯学習センター

調査研究

研修

障害者理解に関する啓発

・特別支援学校卒業生や保護者等に対する
詳細なニーズ調査
・市町村への意識調査
・事例研究

・市町村行政職員、生涯学習関係職員等

・情報提供、啓発講座の開催（県民向け）

生涯学習センター



実践研究事業の概要

パイロット事業先
連絡会議の開催

学習プログラムの実施

＜委員＞
・有識者 ・公民館
・社会福祉法人
・市教委（生涯学習課）
・市障害福祉課
・特別支援学校
・障害者就業・生活支援センター

＜講座の内容＞
・カフェ ・料理教室 ・ボッチャ ・音楽療法
・陶芸 ・リース作り ・卓球バレーなど

北秋田市

能代市

潟上市



パイロット事業先での取組
北秋田市障害者生活支援センターささえ

＜取組の特徴①＞
・東京都国立市との交流

・市内各イベントにおける比内支援
学校たかのす校「絆カフェ」の開催

＜取組の特徴②＞
・重度心身障害児者と保護者の
交流

・Ｇちゃんサミットへの参加



パイロット事業先での取組
能代市中央公民館 ＜取組の特徴①＞

・既存の公民館講座講師の活用

・市の指定管理を受けている
芸術文化協会の公民館
→イベント主催等のノウハウ

＜取組の特徴②＞
・県立能代支援学校小・中学部
児童生徒の参加

・特別支援学校教員に向けた
研修機会の提供
（フォーラムの開催）



パイロット事業先での取組
潟上天王つくし苑

＜取組の特徴①＞
・オープンカフェの開催

・高校生ボランティアの活用
（障害者との関わり方について
研修を実施）

＜取組の特徴②＞
・ひきこもりの障害者の参加

・潟上市地域自立支援協議会
との連携を検討中



本事業の成果の活用

＜研修会の例＞
・県主催の実践報告会
・教育センターの教育研究発表会
・生涯学習センターの啓発講座

・各市町村での学習プログラムの実施・質の向上
・教員や障害福祉関係者に対する理解の向上

＜市町村＞
・生涯学習推進計画へ
事業等の明示
・生涯学習講座の充実
・事例発表会等の開催

＜啓発の例＞
・リーフレットの配付
・市町村単位のフォーラム開催

・市町村行政職員への研修機会の提供

・ニーズの把握等の調査研究 市町村への助言等

市町村、幼・小・中・高・特別支援学校の教員、障害福祉関係職員等、
県内関係者への「障害者の生涯学習」に関する研修と啓発

生涯学習センターと市町村との連携 ～持続可能な取組を目指して～



障害者生涯学習推進に関する秋田県ビジョン（３年後）

講座実施率の向上

１００％を目指す

障害者が参加可能な講座を実施している市町村の割合 ５２％

障害者を対象とした講座を実施している市町村の割合 １２％

事業終了後の持続的な取組体制の構築

生涯学習センターへの知識・ノウハウの蓄積

市町村への相談・助言等の継続的な実施



障害者生涯学習推進に関する秋田県ビジョン（３年後）

県内特別支援学校における「生涯学習」に関する位置づけの明確化

＜秋田県立能代支援学校の例＞

学校要覧の「本年度の重点」に「交流及び共同学習を中心とした特別
支援教育、生涯学習の推進」を掲げている。

各地域の「障害者の生涯学習」の充実

＜地域自立支援協議会委員の構成の例＞

・自立支援協議会の活用
・委員として、生涯学習関係職員や社会教育主事を追加 等

・学識経験者 ・手をつなぐ育成会 ・知的障害相談員 ・民生委員
・社会福祉法人 ・相談支援事業所 ・特別支援学校 ・障害者職業センター



Gちゃんサミットについて



１．Ｇちゃんサミット事業計画の背景

（１）北秋田市の概要
◇平成17年 旧４町合併

（鷹巣・合川・森吉・阿仁）

◇人口 31,292人（2018.10.1）

◇人口密度 27.1人／㎢

◇高齢化率 40.7%

今後２５年間で

人口が半数以下に減少！
このままでは地域の存続すら・・・・

現在 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
31,292 30,046 26,930 23,928 21,112 18,420 15,877 

出典：『日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）』

◇現在から2045年までの将来推計人口（人）



北秋田市が目指す

「自助・互助・公助」の
“まち”育て

（２）地域の現状と課題 若者がいない

定住できない

商店街がシャッター街

“まち”がなくなる

公民館から発する

「課題解決プログラム」



（１）自発的！「おらほの地域応援し隊」
○公民館で継続している様々な知的活動を、地域との循環型活動へ活かす。

○自発的に市民が“まちづくり”に参画する意識を高める。

○サービスを受ける側から、自ら地域の課題を解決する。

自発的な意識を持ち、行動する人材を育てる。

平成25～26年度「公民館を中心とした社会教育活性化支援プログラム」

テーマ１：まちづくり×人づくり

テーマ２：高校生・若者×地域づくり

テーマ３：高齢者×イキイキプロジェクト

（２）高校生の地域経済活性化モデル

○高校生による社会貢献活動を推進する。

（３）アクティブシニア活動推進モデル
○元気な高齢者の活動を推奨し、多世代・地域間交流を図り、
高齢者による社会貢献活動を推進する。



市の現状：１０年間に6,300人の人口

減少（現人口約34,000人）、高齢化
率：４０％、若者の地域外への流出等、
厳しい課題を抱える。

（課題解決のために目指す成果）
地域を元気づけるために、市民による自発的取組の促進

課題解決のため、公民館が関係者、機関と連携しながら、取組の企画・立案、学習機会の提供、取組の
コーディネートを実施。

主な取組

住民主導の地域の課題解決、地域づくりの事例 ～秋田県北秋田市の取組～
（公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム取組事例）

「おらほの地域応援し隊」の結成 ＝ 地域人材の育成

②若者の定住化策として若手農家のイメージアップ、生産物のブランド化（トラ
男）
→ 若手農家集団代表による講演の開催、全国への情報発信
→ ふるさとへ根ざす若者による新ビジネス・起業の推進や、仲間づくり（ネット
ワーク）による地域活動の拡大

【取組のために連携した機関等】
ＪＡ、商工会、民間企業、個人経営者、県地域振興局

テーマ：まちづくり×人づくり

テーマ：高校生・若者×地域づくり テーマ：高齢者×イキイキプロジェクト

【取組のために連携した機関等】
JA、商工会、市内小学校、民間企業、市長部局、県外高校 市商工観光課

①まちづくりシンポジウムや市民によるワークショップ、講演会

講座の開催など多様な学習機会を提供（北秋田「まちづくりカ
レッジ」、ふるさとの未来・再考！フォーラム 等）
→ 内陸線存続問題、人口減少、地域の活性化等の課題に対し、
小・中･高・大学生・一般が連携して取組む仕組みの構築
→ 若者を中心とした地域活動グループ「北秋田体験まるごと会
議」が発足し、活動スタート
→ 市のCMを制作し、秋田県で大賞を獲得。行政（市商工観光
課）とも連携し若者による活動の成果が生まれる。

③秋田北鷹高校生による地元特産品を使った商品開発
プロジェクト：開発商品「しょうゆバター餅」、「比内地鶏と
ししとうカレー」、「北秋田コロッケ」

→ 市民参加の試食会やフォーラムでの研究発表、小学校と
の調理実習との連携など、幅広く市民の意見を取り入れる
ための仕掛けにより開発し、全国コンクールで準優勝
→ 高校生の社会貢献活動をとおした「地域経済活性化モデ
ル」の構築 ※三重県相可高校との交流活動（料理ｺﾝクール等）

④高齢者による地域貢献の促進「アクティブシニア活動推
進モデル」：地域で元気に活躍している高齢者による「Gちゃ
んサミット」～まだまだ元気！おらがまちを応援し隊！
→ 高齢者の仲間づくりや地域間交流、多世代（小学生～
高校生、養護学校）との交流につながる

→ アンコール開催では市外からの参加も増え、県との共催
や隣県との連携事業に発展

【取組のために連携した機関等】
小中高校、社会福祉協議会、高齢者大学、養護学校、
民間企業、老人クラブ、婦人会、県地域振興局



















事業の成果

○地域に元気の和が広がり、知識・教養・娯楽的な講座活動だけや
サークルに偏らず市民の求めている活動がすこしづつ変わってきた。

○自分の持っている知識や経験を活かせる場や発表し合える場を求め
る市民が増えた。

○高齢者（特に男性）が外に出やすい環境づくりや仲間作り活動を通
した交流が地域の閉塞感を減らし、健康で長生きできることを意識
できた。

○定年退職して時間があるが「何をしていいかわからない」「地域で
必要とされているのか不安」という高齢者が自分たちで何ができる
のかを考えるようになった。

○障害がある方々も参加したことで、高齢者が支えられる立場から支
える立場にもなり市民全体で支え合いながら生きて行く共生の意識
が芽生えた。



事業の課題

▲少子高齢化や雇用等の地域課題について市民の「危機感」
の度合いは、まだ低い。

▲各地区からこれまで多くの高齢者の参加があったが、まだ
まだ市内在住の高齢者の一部でしかない。地区公民館等を
拠点に事業の普及啓発を図る必要がある。

▲障害のある方への先入観をなくす研修やお互いがふれあう
機会を多く設定することが必要。

▲障害のある方や高齢者を理解・応援し、市民とつなぐ役割
を果たす人材の育成と拠点施設の整備が急務。


